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※ のれん償却前営業利益とは、企業買収によって⽣じるのれんの償却額を除外して算出される営業利益です。

主な変動要因対前期⽐較
増減額

2025/3期
３Q

2024/3期
３Q

・㈱ジャパン・チェーン・ホールディングス（産業⽤
製品）及び㈱エム・アール・エフ（⾦融その他）
の⼦会社化による増加

・⽯炭事業終了による減少
▲11,87945,32857,207売上⾼

・⽯炭事業終了による減少▲14,980
(▲14,762)

6,190
(7,049)

21,170
（21,812）

営業利益
(のれん償却前営業利益)※

▲15,5606,676 22,237経常利益

▲10,3875,145 15,532親会社株主
四半期純利益

連結損益計算書

損益計算書
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（単位：百万円）



対前期⽐較
増減額

2025/3期
3Q

2024/3期
3Qセグメント名

+78520,03119,245⽣活消費財

+14,90922,4047,494産業⽤製品

+1,6742,9451,270⾦融その他

▲29,305−29,305エネルギー

+55▲52▲107調整額

▲11,87945,32857,207合計

対前期⽐較
増減額

2025/3期
3Q

2024/3期
3Qセグメント名

+864
（+869）

1,897
（2,369）

1,033
（1,499）

⽣活消費財
(のれん償却前)

+2,718
（+2,880）

3,235
（3,572）

516
（691）

産業⽤製品
(のれん償却前)

+914
（+964）

1,057
（1,108）

143
（143）

⾦融その他
(のれん償却前)

▲19,477−19,477エネルギー

−−−調整額

▲14,980
（▲14,762）

6,190
(7,049)

21,170
(21,812)

合計
(のれん償却前)

連結セグメント情報

セグメント利益売上⾼
（単位：百万円）
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⽣活消費財

産業⽤製品

⾦融その他

⽇本ストロー、明光商会、ケイエムテイ、システックキョーワ、MOS

CST、三⽣電⼦、⽇本カタン、プラスワンテクノ、ジャパン・チェーン・ホールディングス（2024/3期 3Q連結加⼊）

エム・アール・エフ（2025/3期 2Q連結加⼊）、MM Investments、MMエナジー など



2024/12⽉末2024/3⽉末

主な増減要因増減額構成⽐
(％)⾦額構成⽐

(％)⾦額

MRFの⼦会社化に伴う営業貸付⾦増 +34,854
MRFの買収に伴う現⾦及び預⾦減 ▲19,393+13,95763.876,73262.962,774流動資産

MM Investmentsの投資による投資有価証券増+5,046+6,61036.243,57637.136,965固定資産

+20,568100.0120,309100.099,740資産合計

MRFの⼦会社化に伴う短期借⼊⾦増+27,067+23,86137.845,52821.721,666流動負債
▲1,34010.612,71014.114,051固定負債
+22,52148.458,23835.835,717負債合計

親会社株主四半期純利益 +5,145
配当⾦の⽀払▲1,306（期末60円、中間50円）
Saunders＆Associates, LLC追加取得 ▲2,630
⾃⼰株式の取得 ▲3,254

▲1,95351.662,07064.264,023純資産合計

+20,568100.0120,309100.099,740負債・純資産合計

増減額2024/12⽉末2024/3⽉末
▲19,39014,96234,352現⾦及び預⾦(⻑期預⾦含) （➀）
+26,06933,6247,554連結借⼊⾦（②）
+26,37626,376ーエム・アール・エフ借⼊⾦

▲3067,2487,554エム・アール・エフ借⼊⾦を除く
連結借⼊⾦（④＝② ー ③）

▲19,0837,71426,797エム・アール・エフ借⼊⾦を除くネット
現預⾦（➀ ー ④）

連結貸借対照表
貸借対照表

その他指標

（単位：百万円）
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2024/12⽉末
34,854営業貸付⾦
26,376借⼊⾦

※参考
エム・アール・エフ（⾦融事業）の
貸付⾦・借⼊⾦残⾼

（③）



2025年3⽉期
連結業績予想及び株主還元
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対前期⽐較
増減額

対7/5開⽰予想
⽐較増減額

2025/3期
再修正予想

（2025年2⽉14⽇開⽰）

2025/3期
修正予想

（2024年7⽉5⽇開⽰）

2024/3期
実績

▲17,472ー60,00060,00077,472売上⾼

▲18,370
(▲18,148)

+800
(+800)

6,800
(7,900)

6,000
(7,100)

25,170
(26,048)

営業利益
（のれん償却前

営業利益）

▲18,704+1,4007,3005,90026,004経常利益

▲7,217+1,9007,9006,00015,117親会社株主
当期純利益

+30円+30円130円100円100円１株当たり配当額

 最近の業績動向等を踏まえ、2024年7⽉5⽇に発表した2025年3⽉期通期の連結業績予想を下記の通り修正
 各セグメントにおける増益（P9参照）に加え、政策保有株式の売却及び海外⼦会社の株式譲渡（GDM社）に伴う特別利益の

計上等により、前回予想（7⽉5⽇開⽰）を上回る⾒込み

2025年3⽉期 連結業績予想

連結業績予想
（単位：百万円）
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※上記の予想は、本資料の発表⽇現在において⼊⼿可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値とは異なる結果になる
可能性があります。今後、業績予想の修正が必要となった場合には、速やかに開⽰する予定でございます。



対7/5
開⽰予想

⽐較増減額

2025/3期
修正予想
(2/14開⽰)

2025/3期
修正予想
(7/5開⽰)

2024/3期
実績セグメント

ー26,50026,50026,092⽣活消費財

ー29,50029,50015,075産業⽤製品

ー4,0004,0001,651⾦融その他

ー60,00060,00042,818合計

対7/5
開⽰予想

⽐較増減額

2025/3期
修正予想
(2/14開⽰)

2025/3期
修正予想
(7/5開⽰)

2024/3期
実績セグメント

+200
(+200)

2,100
(2,700)

1,900
(2,500)

1,527
(2,152)

⽣活消費財
(のれん償却前)

+500
(+500)

3,500
(3,900)

3,000
(3,400)

1,255
(1,507)

産業⽤製品
(のれん償却前)

+100
(+100)

1,200
(1,300)

1,100
(1,200)

174
(174)

⾦融その他
(のれん償却前)

+800
(+800)

6,800
(7,900)

6,000
(7,100)

2,956
(3,833)

合計
(のれん償却前)

セグメント別業績予想の内訳
 MOS㈱、㈱ジャパン・チェーン・ホールディングス、 CST ㈱、㈱エム・アール・エフの増益等により、各セグメント利益は前回予想

（7⽉5⽇開⽰）を上回る⾒込み

セグメント利益売上⾼
（単位：百万円）
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株主還元：配当予想修正（増配）、⾃⼰株式の追加取得
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⾃⼰株式の追加取得
2024年8⽉から11⽉に実施した26億円の⾃⼰株式取得に続き、総額10億円の追加取得枠を設定
 取得価額の総額 ：10億円（上限）
 取得する株式総数 ：30万株（上限）

（⾃⼰株式等を除く発⾏済株式総数に対する割合：2.7％）
 取得期間 ：2025年2⽉17⽇〜2025年8⽉18⽇
 取得⽬的 ：市場動向等に応じた機動的な資本政策の遂⾏等

※市場環境等により、⼀部⼜は全部の取得が⾏われない可能性もあります。

10億円
@80円

12億円
@100円

15億円
@130円

31億円
＠240円

30億円
26億円

（取得済）18.2%
27.9%

52.2%（※）

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

億円

10億円

20億円

30億円

40億円

50億円

23/3期 24/3期 25/3期（予想）

普通配当 総還元性向

記念配当 ⾃⼰株式取得
⾃⼰株式取得

2025年3⽉期 総還元性向

配当予想修正（増配）
 2025年３⽉期の1株当たり配当予想（年額）を、当初予想100円より30円増配し、130円に修正

（1株当たり130円の普通配当、中間：50円 期末：80円）

※ 25/3期（予想）の総還元性向は追加取得分（10億円）を除いて算出しております。



直近のトピック
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⽯炭事業の終了

 州政府から許認可を得ている採掘エリアは2023年7⽉に全ての原炭採掘を終え⽣産を終了し、隣接地域への鉱区延⻑に係る環
境許認可については、 2022年10⽉に現地当局より否認が決定

 これをうけて、三井松島オーストラリア社は、豪州リデル炭鉱の全権益（32.5%）を、ジョイントベンチャーパートナーであるGlencore 
社に譲渡する売買契約を2024年7⽉に締結。本件譲渡にかかる豪州当局からの許認可取得などの前提条件を充⾜し、2024年
11⽉にリデル炭鉱権益のGlencore社への譲渡を完了

 本件譲渡により、当社グループは特別利益約 27 億円を2025年3⽉期第４四半期に計上する⾒通し

豪州リデル炭鉱譲渡の完了
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GDM社株式の譲渡

 当社グループは、2024年3⽉末時点でインドネシアGDM炭鉱を運営するGDM社の株式の15%を保有
 2024年9⽉に当社グループが保有するGDM社の全株式をパートナーを組むABKグループに譲渡。当該譲渡と同時に当社グループ

は、GDM社より追加で貸付⾦返済を受領し、特別利益約3億円を2025年3⽉期第3四半期に計上済み

今後について

 リデル炭鉱およびGDM社の譲渡により、今後⽯炭事業に関連する損失および利益は発⽣しない⾒通し



本資料の将来の業績に関わる記述等については、将来の業績を保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものです。将
来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い、変化する可能性があることにご留意下さい。従いまして、本情報及び
資料の利⽤は、他の⽅法により⼊⼿された情報とも照合確認し、利⽤者の判断によって⾏なってください。また本資料の利⽤の結
果⽣じたいかなる損害についても、当社は⼀切の責任を負いません。
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